

















































































































































































1994年 3 月	 累計生産台数100万台達成
1999年12月	 ワゴンR　販売開始
2000年 9 月	 アルト　販売開始
2002年 5 月	 マルチウドヨク社、スズキの子
会社となる





2011年 3 月	 累計生産台数1,000万台達成
2015年 5 月	 累計生産台数1,500万台達成
2015年 7 月	 NEXA店　営業開始
	 同年10月　バレーノ販売開始
　
　マルチスズキの近年の動きのなかで注目す
べき点は、2015年に営業スタートさせた新
たな販売店NEXAと、このNEXA向け高級
車種バレーノの販売開始である。2015年11
月には、このバレーノを東京モーターショー
〈筆者撮影〉
写真1　東京モーターショーにて初披露されたバレーノ
5	 会社沿革内で記されている1983年から1994年の約10年間の累計生産台数が100万台であったことから、この期
間の年間生産台数がおよそ10万台程度で推移してきたことがわかる。よって、10万台規模の生産台数が、この
期間で3倍から4倍の伸びに到達したことがわかる。
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のスズキブースで国内初披露し、バレーノは
その後、インドから初の日本向け逆輸入車と
して出荷されている。マルチスズキのマネ
サール工場で、この翌年にバレーノラインを
見学できる予定が組まれていたことから、逆
輸入車として東京モーターショーで展示され
た車両を見学、バレーノのブース担当者へヒ
アリングも行った。この訪問日は、インド駐
在経験のある担当者から話を聞くことがで
き、日本へ逆輸入する乗用車を現地生産でき
ることの感想を求めた。完成車をインドで生
産し、それを日本の品質基準に適合させたも
のに仕上げ輸出させることはハードルの高い
作業だと考えたため、この機会に確認した
かった内容をぶつけた。担当者は、やっと日
本にも導入できる車をインドで作ることがで
きるようになったと発言された。次年度のバ
レーノ組み立てラインの見学では、マルチス
ズキがどのような考えのもとインド国内で自
動車作りを行っているかについて、さらに興
味がわくこととなった。バレーノ工場見学の
詳細については、後節3.3で取り上げる。
3．マルチスズキの経営分析
3.1	インドにおける自動車販売台数とマルチ
スズキの販売実績
　インドにおける自動車販売台数の、2000年	
以降の主な推移は次の通り。注目すべき点は、
2007年度から2010年度のわずか3年で、120
万台もの伸びが示されていることである5。
　　　2007年度：約200万台
　　　　　　　 ↓　3年間で120万台増
　　　2010年度：約320万台
　　　2015年度：約350万台　
　インド市場における乗用車市場の成長加速
を確信し、インド国内でサプライチェーンの
構築も加速させる必要があると完成車メー
カーおよびサプライヤーが本腰を入れ始めた
最初のタイミングがこの時期であったと考え
られる 6。2007年度から販売台数が急伸して
きたことから逆算すると、インド国内サプラ
イチェーンの拡大時期は、準備期間を含めお
およそ2005年度から2006年度を境に、急ピッ
チで進められてきたと言えるだろう。
6	 インドローカル大手Tier-1サプライヤー（主にワイヤーハーネスの製造に特化）の調査時に会社紹介のなかで、
競合相手の年代別変化の解説が行われた。このTier-1サプライヤーの2005年時の競合相手は、全てインドロー
カルサプライヤーであった。訪問企業を入れても参入メーカーは5社であった。これに対し、2014年時には、イ
ンドローカルサプライヤーは当該企業を入れて2社のみとなり、他は、カナダ1社、アメリカ1社、ドイツ1社、
スペイン2社、日本3社、韓国1社の、合計11社となっている。インドローカルのサプライヤーはこの10年足ら
ずの間に3社が淘汰され、国際競争力のある海外の同業他社が相次いでインド参入してきていることがわかる。
7	 タタ自動車は鳴り物入りで超低価格車のナノを発売したが、豊かになってきたインドの消費者のニーズに合わず
販売が低迷している。そこで数年前から低価格戦略を転換し、中間層以上向けの商品に力を入れるなどし、販売
回復につなげている。日本経済新聞（朝刊）『タタ自「脱・低価格」で復調』2018年11月2日付の記事を参照。
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　マルチスズキ訪問時の販売実績は、およそ
130万台（2015年度販売実績データ）であり、
自動車産業全体の2015年度販売実績が350万
台であったことから、残りの約220万台分が
他のインド国内外の完成車メーカーの販売台
数となる。マルチスズキのインドでの売れ筋
車種は、以下の通り。
1位　アルト
2位　スイフトデザイア
3位　スイフト
4位　ワゴンR
　1位のアルトおよび2位のスイフトデザイ
アは、それぞれ20万台以上の売れ筋車種で
あり、この4車種の合計で販売車種のほぼ7
割が占められている。
　マルチスズキのこれからの販売目標は、
2020年には200万台／年間を目指すとしてお
り、どのような車種をインド国内に投入し、
市場の変化に適応させた乗用車作りを続けて
いけるかが今後の重要な戦略と位置付けられ
ていた。
3.2	マルチスズキのマーケットシェア
　販売台数に続き、次にマルチスズキが、調
査時、インド国内でどの程度のマーケット
シェアを維持し、他の完成車メーカーの動向
についてどのような考えと分析を行っていた
かについて述べていく。マルチスズキが訪問
時の企業解説に用いていた以下の資料（デー
タを含む）は、インド自動車工業会が公表し
ている2016年度レポートを引用したもので
あった。
　2015年度乗用車マーケットシェア（多目的	
車を含む）のなかで、マルチスズキ〈46.8％〉、
ヒュンダイ〈17.4％〉、マヒンドラ＆マヒンド
ラ〈8.5％〉、ホンダ〈6.9％〉、タタ〈5.4％〉、
トヨタ〈4.6％〉、フォード〈2.9％〉、ルノー
〈2.6％〉、フォルクスワーゲン〈1.5％〉、その
他〈3.6％〉となっている。完成車メーカー各
社のシェア分析のなかで、マルチスズキの担
当者は、インドローカルのタタとマヒンドラ
＆マヒンドラの2社について、最近（2015年
頃）はシェアを落としてきている。タタもマ
ヒンドラ＆マヒンドラもインドの財閥系完成
車メーカーである。特にタタは、かつて25
万円で買える乗用車をキャッチコピーに、イ
ンド市場でマルチスズキの次にくるまでシェ
アを伸ばし、爆発的ヒットカーとなったナノ
の販売で一躍有名企業に躍り出た完成車メー
カーである7。
　インド市場では、訪問調査時にマルチスズ
キの次に位置づけていた企業は、韓国のヒュ
ンダイである。17.4％と2割弱のシェアでは
あるが、ホンダの6.9%やトヨタの4.5%と比
較すると、ヒュンダイの勢いがマルチスズキ
以外の日系メーカーよりもはるかに高いもの
であることがわかる。同じような世界最大の
人口大国中国で、圧倒的な販売実績を叩き出
しているフォルクスワーゲンは、インド市場
では1.5%のシェアしか獲得できていない。
今回インドを訪問した経験から、自動車産業
の発展形態は、まずどのようなサイズ（イン
ドの場合は小型の乗用車市場に適した国内イ
ンフラ未整備の状況が現在も存在する）の自
8	 特に新興国でのものづくりにとって、インフラ整備は現地生産するうえで不可欠であり、研究対象国として取り
上げるときの切り口にもなる。
9	 日本経済新聞（朝刊）『「投資環境、さらに改善」モディ氏講演中小企業の進出要請』2018年10月30日、2面。
本記事の中でモディ氏は、製造業育成策「メーク・イン・インディア」を推し進めるには、大手メーカーに部材
を供給する中小企業の充実が不可欠と考えており、「日本の中小企業には多くの機会がある」と述べて進出を訴
えている内容が取り上げられている。
10	日本経済新聞（朝刊）『東南ア、車の保護主義連鎖─非関税障壁インドネシア・マレーシアも─』2018年10月
23日、8面。
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動車需要を参入時に素早くその国の国民に向
け喚起させられるかが最重要であることが分
かった。インフラ整備の行き届いた先進諸国
と、インフラ未整備の新興国に海外企業が進
出するケースを同一に論じるべきでなく、こ
れは今回のインド訪問によって明確化するこ
とができた点である。自動車産業を取り上げ
る中で、インフラ事情についてはその国 8 の
発展形態とセットで着目すべきテーマと言っ
てよい。
3.3	インド初逆輸入車バレーノ組み立てライ
ンの現状分析
　マルチスズキのマネサール工場で、バレー
ノの組み立てラインを見学し、明らかになっ
たことおよびバレーノの位置づけについて調
査結果から得られた内容と結論を以下に5項
目記す。
①デザイン：日本人
②マネサール工場の溶接マシン：プレス機
はほぼ日本からのもの
③オペレーション：日本のスズキエンジニ
アがコントロール
④主に人手がかかる組み立て工程などが、
現地インドで行われているのみ（ただし
こうしたラインも時間の問題と思われ、
人が介在する必要は近い将来なくなるだ
ろうとライン見学時の担当者が説明）
⑤完成検査はインド工場で実施。さらに日
本に逆輸入後、再度スズキの工場にて受
入の最終検査も行われ、ダブルチェック
体制を構築
　本研究では、マネサール工場のバレーノ生
産用の最新組み立てラインでは、インド特有
の作業マニュアルなどが存在し、インド人技
術者向けに日本とは異なる生産ラインが開発
されていることを仮説設定し、現地調査に挑
んだ。日系完成車メーカーの海外組み立てラ
イン視察は今回が初回であったため、他社と
の比較分析は行えないが、マルチスズキにつ
いては日本国内と同様の乗用車生産をインド
で行えるような体制作りに重点が置かれてい
ることが明らかとなった。
　自動車産業は、インドに限った話でないが、
完成車メーカーとサプライチェーンを含む巨
大な裾野構造を必要とすることから、たくさ
んの雇用創出が見込めるといったイメージが
ある。現政権のモディ首相も、「メーク・イン・
インディア」を首相就任時からスローガンに
掲げ、インド国内にものづくり産業を誘致す
ることにより、雇用を生み出したいと日本企
業へも積極的な働きかけを続けている9。
　近年では、特に新興国のなかで、自国内に
自動車産業を誘致しようとする動きが活発化
している。一例では、ベトナムが、国内自動
車産業の創出を促す取り組みのため、高い自
動車関税率を導入するなど雇用創出策へ向け
た動きが始まっている10。しかしマルチスズ
キの工場を見る限り、日本の完成車メーカー
の考えはこうした新興国の思惑とは逆の流れ
に向かっている。現地生産されるラインは、
いかに自動化させられるかが企業にとっての
命題であり、消費地立地のなかで現地人材を
しっかりと育成していくような取り組みは少
なくとも現在のインド生産において、不要な
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活動であった。この点は次回ヒアリング調査
時の課題として残ってしまったが、おそらく
マルチスズキも、かつてはインド国内で乗用
車組み立てラインの人材育成に取り組んでき
た時期があるのではないか。しかしインド国
特有のストライキ事情や人件費高騰などの経
営環境により、自動組み立てラインの導入を
前提とした現地生産システムの開発へ、時代
とともに取り組み内容がシフトしてきた可能
性も考えられる。
　さらに日系完成車メーカーの新興国市場へ
の成功事例と言えるマルチスズキが自動化の
方向へ進んでいるからには、日系のサプライ
ヤーもこの動きを軽視せず、注意して見てい
く必要がある。マルチスズキはおそらく長年
の現地生産経験から、インド国内で高度な人
材を育成していくことは不可能であり、新興
国内の現地雇用人材にものづくりへの能力を
期待しない生産体制の構築が望ましいという
結論にたどり着いたのではないだろうか。今
後、日系サプライヤーが同じように新興国で
の現地生産に踏み出すときには、安い労働力
や人海戦術によるものづくりを目指してはな
らないことをマルチスズキから学び取るべき
である。日系サプライヤーが取り組むべき仕
事は、全てを現地化せず、日本国内からのオ
ペレーションでも量産部品の生産が行えるよ
うな加工設備を、素早く現地立ち上げできる
ことである。ただしこれでは、現地雇用を生
み出すことを期待する進出国の思惑と、相容
れない部分が表面化する時期もいずれ訪れる
だろう。そこで、消費地立地によるサプライ
チェーン構築に向け、完成車メーカーとサプ
ライヤーはともに現地生産化により進出国に
どのような貢献が可能かを熟考し、積極的に
情報開示していく企業姿勢が必要である。
4．スズキのインド国内販売網の果たす
役割
　本稿の主たる目的は、マルチスズキがイン
ド国内でいまだ5割のシェアを維持できてい
る背景を明らかにすることであると冒頭に述
べた。マルチスズキを訪問し、そこで得られ
たデータとヒアリング調査から1つの結論が
得られた。マルチスズキが国内外の競合他社
を上回る高いシェアを維持している背景は、
インド国内の販売拠点の数が他と比べ圧倒的
に多いからである。マルチスズキの地域営業
拠点数（各州に地域拠点を設けていることに
なる）は18カ所あり、最も重要な販売拠点
数はおよそ2000カ所ある。販売店営業マン
の数は、3万人以上を抱えており、付随のサー
ビス拠点として1000店近い認定中古車取扱
い拠点や認定サービス工場も1500カ所近く
構えている。乗用車の売り上げに関わる販売
からアフターサービスを含む店舗網をインド
全土に張り巡らせていること、それがマルチ
スズキの強さである。こうした網目状の強固
な一貫サービスは、後発組の各国完成車メー
カーや現地ローカルメーカーの競合相手を弱
気にさせてしまうほどインド国内に浸透して
いる。
　近年、マルチスズキは戦略強化に向け、新
たな動きを見せている。それが、会社沿革内
でもふれている、新たな販売店NEXAの立
ち上げである。2016年度のマルチスズキ訪問	
時、その前年にスタートさせたNEXA販売
店数は既存販売店2000カ所のうち約120カ所
であることが確認できた。NEXA店の営業マ	
ンの数は、その当時、3000人程度（既存店は
およそ3万人）である。さらに販売店数を軸に、
マルチスズキが掲げている今後の拠点目標
は、現状の2000店からさらに1000店上乗せ	
し、3000店を目指すこともわかってきた。マ	
ルチスズキが今後のインド市場で競合相手に
先行し続けるには、既存店を拡大させるだけ
でなくNEXA店の成否が重要であり、既存
の販売店よりもNEXAのような中・高級車
種を扱う店舗開発へのシフトが不可欠となる
だろう。インド国内の高級車種に位置づけら
れるバレーノは、日本向けにも輸出可能な品
11	スズキはインドでの成功を手本に、ミャンマーで世界戦略車「スイフト」を発表し次なる横展開を加速させてい
る。日本経済新聞（朝刊）『スズキ「先手必勝」次はミャンマー』2018年10月16日、8面。
102　 国際経営論集　No.57　2019
質基準を満たしており、マルチスズキのブラ
ンド価値をこれまで以上に高めていく取り組
みが必要と判断しているのではないだろう
か。現在、インド国内に走る2台に1台は確
かにマルチスズキのクルマである。しかし、
かつて日本も経済発展とともに「いつかはク
ラウン」のキャッチコピーのようなより高級
なタイプのクルマへと消費を駆り立てる流れ
があった。今後のインドも同様に、アルトや
スイフトからバレーノへと顧客需要の変化を
既存車から高級車へと扇動させるような企業
努力が必要なタイミングに差し掛かってい
る。スズキが日本国内で経験してきた高度経
済成長期と自動車産業の育成や成長戦略を、
インド市場に適合させながら横展開 11させる
ことができれば、マルチスズキの成長も十分
な成果に結びつくのではないだろうか。
　販売店の数が、そのままマーケットシェア
の比率に関係してくることが、マルチスズキ
の分析結果として得られたわけであるが、他
メーカーの販売店数はどの程度なのか。韓国
のヒュンダイは、先述した通り17.4%のシェ
アを持ってはいるが、マルチスズキから得ら
れた情報からインド国内販売店は500店舗あ
ることもわかった。2015年度訪問したルノー
日産では、ヒアリング調査のなかで、インド
国内で販売店を増やしていくことが非常に困
難であるといった指摘があった。その当時
150カ所から200カ所のディーラーしかない
ため、販売台数を増やすこともできない状況
であった。
5．マルチスズキの今後の課題
　マルチスズキの経営分析から、高いシェア
を維持できる背景として、インド国内におい
て他を圧倒する販売店数やサービス網を張り
巡らせていることが強い競争力維持につな
がっていることがわかった。低価格帯から国
内経済成長の波に見合った新たな顧客層開拓
のため、中価格帯から高価格帯への車種開発
と販売店開発を同時に行ってきた近年の取り
組みも、マルチスズキのブランド価値の底上
げへと結びついている。2016年度にマネサー
ル工場訪問時は50%を切っていたシェアが
2018年度に5割を超えた理由は、こうした新
たな販売店戦略が功を奏したと考えられる。
　競合相手への対抗策やインド市場へ向けた
これまで以上の強化策は、マルチスズキの計
画通りに進められている。ここからは、これ
からの課題について考察を加える。まず、イ
ンドは、現在年間販売台数350万台にすぎな
い市場である。しかし、世界最大に匹敵する
人口を抱えるこの国で、今後、販売台数が
1000万台を超える市場として急拡大する勢
いにある。販売台数を増やすには、当然、生
産台数も増えることとなる。さらにこの規模
の生産台数を確保するには各完成車メーカー
も消費地立地での車作りが不可欠となり、自
動車向け部品を供給するサプライヤーのイン
ド国内での供給体制も早急に強化していかな
ければならない。規模を中心とした組織力の
あるTier-1だけでなく、例えば日系中小企業
を中心としたTier-2やTier-3のサプライヤー
もこれまで以上に供給体制に加わってもらえ
るようなサプライチェーン強化策も必要とな
るだろう。2018年11月に来日講演を行った
モディ首相は、日本の中小企業誘致を積極的
に働きかけていた。首相自ら、こうした誘致
活動を行わなければならない背景には、イン
ド国内のサプライヤー不足問題が大きく関
わっていると考えられるのである。
　直近の記事では、経済成長が続くインドは、
新車販売台数が2017年度に414万台と、ドイ
12	日本経済新聞（朝刊）『モディ・インド首相講演会特集「インフラ・製造業活気づくインド」』2018年11月29日、
28面。活気づくインドの中で、特に製造業では自動車産業の成長が目ざましいと指摘されている。「新車販売は
2017年度（17年4月〜 18年3月）に414万台と過去最高を更新。20年にも日本を抜き世界3位になるとみられ、
30年には1千万台市場に育つ」との予測がされている。
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ツを抜いて世界4位に浮上したと記されてい
る12。記事は続けて、インドの人口は世界2位	
の約13億4000万人で、若年層が多く、所得
水準も急速に高まっており、17年度の新車販	
売は前年比10％増えて過去最高を更新し、こ	
の10年間で2倍になった、と指摘している。
市場は今後も年率1割近い成長が続き、20年
にも日本を抜き、中国、米国に次ぐ世界3位
の規模に育つとの予測もされており、年間生
産台数1000万台を超える可能性のある市場
として現実味のある成長段階にあることが明
らかとなってきた。マルチスズキにとって、
こうした巨大市場へのチャンスをさらに拡大
していくには、インド国内のサプライヤー不
足への早急な対策が必要である。とりわけ品
質基準を満たし、コストや量、納期に十分対
応していける競争力あるサプライヤーのイン
ド国内育成とサプライチェーン構築が、近い
将来成長に不可欠な喫緊課題となって表面化
していくだろう。
6．おわりに
　インドの自動車産業は、今後も市場拡大が
見込める成長産業であり、十分な内需が存在
する新興国である。2018年11月に来日した
モディ首相は、首相就任時より掲げている
「メーク・イン・インディア」のさらなる強化	
に向け、自動車産業のインド国内生産の拡大
を目指し、日本からの中小企業進出の要請に
躍起になっている。その背景として考えられ
ることを1点あげるとすれば、自動車産業の
拡大に、特にTier-2以下のサプライチェーン
の国内育成と、部品の供給力不足が国として
も成長の足かせとなると判断しているからで
はないだろうか。市場拡大が予測でき、量産
部品の現地化要請が日系サプライヤーや金型
メーカーへも今後より高まることも考えられ
る。マルチスズキのケースでは、5割近いシェ
ア維持が、販売店戦略に起因するものである
ことが明らかとなった。別テーマとして仮説
設定したインド特有の人材育成プログラムの
可能性の有無については、視察したバレーノ
のような高級車種の現地生産体制を確認した
結果、自動化ラインへの開発シフトがこうし
た新興国においても加速してきていることが
得られた成果である。
　よってこのような結論から、今後は人海戦
術を前提とした現地ものづくり人材育成と
いった取り組みを極力排除した流れがインド
国内において進むことになるだろう。インド
市場をターゲットとする日系サプライヤー
は、マルチスズキの経営戦略を参考にしなが
ら、同様に、自動化システムを軸にした生産
体制構築が必要な取り組みとなってくるだろ
う。新興国においても、先進諸国が保有する
技術の移転を重視する時代から、今後は自動
化を中心とした設備構築を、スピード感を
持って現地立ち上げが行えるかがより重要と
なる時代へと変化が起きている。
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